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1. 件名 

査察支援システムの機能拡張 

2. 目的 

本仕様書は、公益財団法人核物質管理センター（以下、「センター」という。）

検査分析部六ヶ所検査課（以下、「六ヶ所検査課」という。）が保障措置検査の実

施に必要な情報を作成するために使用している査察支援システムについて、2027
年度中にしゅん工を予定している日本原燃 MOX 燃料工場で行う保障措置検査の開

始に向けた機能拡張及び、セキュリティ強化のためのシステムアップグレードの

仕様について定めたものである。 

3. 契約範囲 

 システム要件のまとめ 

・要件定義 
・基本仕様 
・詳細仕様 

 システム製作 

・システム製作 
・各種テスト 
・リリース 

 書類作成 

4. 納期 

 作業期間 

契約締結後から 2026 年 2 月 27 日まで。 
但し、土曜日、日曜日、祝日、年末年始（12 月 29 日から翌年 1 月 3 日ま 
で）、その他センターが指定する日を除く。 

 納期 

2026 年 2 月 27 日 

5. 作業実施場所 

(1) 青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字野附 504-36 

六ヶ所保障措置センター内指定場所 

(2) 受注者指定場所 
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6. 作業内容 

 概要 

6.1.1 査察支援システム概要 

査察支援システムは、六ヶ所検査課が行う保障措置検査及び査察報告

書の作成に必要な資料の出力及び、記録の保存を行うためのシステムで

ある。既存システムの主な機能を以下に示す。 

1)  保障措置検査対象施設（以下、「施設」という。）から申告される

核物質の在庫データや在庫変動データ（以下、「申告データ」とい

う。）を、指定された定義に従い特定の項目(以下、「ストラータ」

という。) に分類する。 

2) 各ストラータに対して、統計学上の計算式に基づき検査対象とな

るサンプル数を算出（以下、「サンプルサイズ計算」という。）する。 

3) 関連する複数種類の申告データやその他データに対して、データ

間の整合性を確認する。 

4) 申告データ、サンプルサイズ計算結果等のデータベース管理を行

う。 

6.1.2 作業内容概要 

施設毎に製作して使用している複数の既存システムを一つに統合し、

施設を問わない統合型システムとするため、以下の機能拡張・強化等を

行う。 

       1) ストラータ定義機能の拡張及びそれに伴う操作系の変更。 

2) 施設毎にデータ形式の異なる申告データを共通的に取り込み可能

とするための、申告データ取り込み機能の強化。 

       3) その他、システムの統合に必要となる改修等。 

 

 要件定義 

受注者は、「8.支給品及び貸与品」に示す図書及び既設システムの実機を

基に調査・分析を行い、六ヶ所検査課の要求を全て満たす要件定義を行い、

要件定義書を作成する。 

 基本仕様及び詳細仕様 

受注者は 6.1でまとめた要件定義書を基に基本仕様、及び、詳細仕様をま

とめ、それぞれ基本仕様書、詳細仕様書を作成する。以下に主な内容を記す。

各項目は必要に応じて変更しても良い。 

項目 内容 

業務フロー 査察支援システムの実運用の流れ

を理解し、機能の洗い出しを行う。 
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機能一覧表 機能の一覧 

テーブル定義 データベースのテーブルの定義 

画面レイアウト 画面イメージ 

帳票レイアウト 帳票イメージ 

 システム製作及びテスト 

受注者は 6.2でまとめた仕様に基づき、システムを製作する。また、総合

試験要領書を作成し、六ヶ所検査課の承認を得た後、それに基づいて単体テ

スト、結合テストを実施する。また、試験終了後は、総合試験成績書を作成

し、六ヶ所検査課の承認を得ること。 

 受入試験及びシステムリリース 

受注者はシステムリリース前に、受入試験要領書を作成し、六ヶ所検査課

の承認を得た後、六ヶ所保障措置センター内指定場所、もしくは、受注者指

定場所にて受入試験を実施する。また、試験終了後は、受入試験成績書を作

成し、六ヶ所検査課の承認を得た後、システムのリリースを実施する。シス

テムリリースに当たってはリリース作業の計画書を作成し、六ヶ所検査課の

承認を得ること。 

 進捗状況報告 

受注者は、作業進捗状況を作業月報にまとめて提出する。また、各工程の前

後に六ヶ所検査課と打合せを実施する。打合せ実施後、議事録を作成し六ヶ所

検査課の承認を得ること。 

7. 作業に必要な資格等 

 品質管理体制 

受注者は ISO9001の認証を受けており、受注者自らが品質保証に係る活動

を行えること。 

 情報管理体制 

一般財団法人日本情報経済社会推進協会が付与する ISO/IEC 27001 の認

証を受けていること。 

 実績 

保障措置検査に関するシステムの開発経験を有すること。 
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8. 支給品及び貸与品 

 支給品 

なし 

 貸与品 

① 品名 

査察支援システム 

 ・ソースプログラム 

 ・システム設計書、取扱説明書 

 ・実行モジュール 

その他、六ヶ所保障措置センターが必要と認めるもの 

② 数量   1式 

③ 引渡場所及び返却場所 六ヶ所保障措置センター内指定場所 

④ 引渡時期、方法  初回打合せ時、直接渡し 

⑤ 返却時期、方法  全ての作業終了後速やかに、直接渡し 

 

9. 提出書類 

書類 提出期限 部数 

1 全体工程表 契約後速やかに 1部 

2 実施体制表 契約後速やかに 1部 

3 実施計画書 契約後速やかに 1部 

4 図書・情報管理要領書 契約後速やかに 1部 

5 品質保証計画書 契約後速やかに 1部 

6 作業要領書 その都度 1部 

7 要件定義書 作業終了後速やかに 1部 

8 基本仕様書 作業終了後速やかに 1部 

9 詳細仕様書 作業終了後速やかに 1部 

10 総合試験要領書 試験実施の 2週間前 1部 

11 総合試験成績書 試験終了後速やかに 1部 

12 受入試験要領書 試験実施の 2週間前 1部 

13 受入試験成績書 試験終了後速やかに 1部 

14 リリース作業計画書 作業実施の 2週間前 1部 

15 作業月報 月末から 10日以内に 1部 

16 議事録 打合せ後速やかに 1部 

17 その他六ヶ所検査課が指示する

もの 

その都度 1部 

（提出場所）六ヶ所検査課 
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10. 検収条件 

「9.提出書類」の完納並びに、本仕様書に定める要件を満たすと六ヶ所検査課

が認めた時をもって、検収とする。 

11. 契約不適合責任 

(1) 受注者は、当該業務について仕様書及び契約内容等との不一致（以下「契約

不適合」という。）が発見されたときは、センターの当該契約不適合にかかる

請求に基づき、受注者の負担においてセンターが定めた期限までに、業務の再

履行その他必要な措置を執らなければならない。 

(2)(1)の請求は、センターが当該契約不適合を知った時から１年以内に不適合の

内容を受注者に通知する。ただし、当該契約不適合を知った時から５年を経過

した場合もしくは検収後１０年を超えて発見された契約不適合は除く。 

12. 情報セキュリティの確保 

受注者は、本業務の遂行にあたり、「センター 情報セキュリティポリシー」、

「情報管理規程」及び「情報管理要領」（以下「情報セキュリティ関係規定」とい

う。）に準拠した情報セキュリティを確保するものとする。特に、以下の点に留意

すること。 

(1) 受注者は、本作業の開始時に、本作業に係る情報セキュリティ対策とその

実施方法及び管理体制について六ヶ所検査課担当者に書面で提出すること。 

(2) 受注者は六ヶ所検査課担当者から管理情報を提供された場合には、当該情

報の区分に応じて適切に取り扱うための措置を講じること。また、提供さ

れたことを証明する書類を提出すること。 

(3) 本業務において受注者が作成する情報については、六ヶ所検査課担当者か

らの指示に応じて適切に取り扱うこと。 

(4) 受注者は、センターからの指示に応じて、情報セキュリティ対策に関する

監査を受け入れること。 

(5) 受注者は、六ヶ所検査課担当者から提供された管理情報が契約終了等によ

り不要になった場合には、確実に返却又は廃棄すること。また、本業務にお

いて受注者が作成した情報についても、六ヶ所検査課担当者からの指示に

応じて適切に廃棄すること。なお、返却又は破棄したことを証明する書類

を提出すること。 

(6) 受注者は、センター内での作業や提出資料として電子媒体を使用する場合、

事前にウィルスの感染等問題ないことを確認したうえで使用すること。ま

た、それを証明する書類を提出すること。 

(7) 受注者は、本業務の終了時に、当該業務で実施した情報セキュリティ対策

を報告すること。 

13. 適用法規・規程等 

(1) 不正アクセス禁止法 
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(2) その他受注作業に関し、適用又は準用すべき全ての法令・規格・基準等 

14. 特記事項 

(1) 受注者は作業を実施することにより取得した当該作業及び作業に関する各

データ、技術情報、成果その他のすべての資料及び情報をセンターの施設

外に持ち出して発表もしくは公開し、または特定の第三者に対価をうけ、

もしくは無償で提供することはできない。ただし、あらかじめ書面により

センターの承認を受けた場合はこの限りではない。 

(2) センターは、本作業において受注者側の作業者が受けた傷害又は災害に対

し、センターに起因する場合を除き、責任を負わない。 

(3) 受注者は従事者に関しては労働基準法、労働安全衛生法その他法令上の責

任及び従事者の規律秩序及び風紀の維持に関する責任を全て負うものとす

る。 

(4) 受注者は、本作業により作成するソフトウェア及びその他の成果物に関す

る著作権（著作権法第 27 条及び第 28 条に規定する権利を含む。） を六ヶ

所検査課へ無償で譲渡するものとし、著作者人格権を行使しないものとす

る。 

(5) 受注者は六ヶ所保障措置センター内で使用する作業用 PC 及び可搬記録媒

体を持ち込む場合、六ヶ所検査課の許可を得ること。但し、持ち込んだ作業

用 PC 及び可搬記録媒体をセンターのネットワークに接続することは禁止

する。尚、可搬記録媒体の電子データをセンターのネットワークに持ち込

む場合については、センターが定める規程に従うこと。 

15. 協議 

受注者は、本仕様書の記載事項及び記載の無い事項について疑義が生じた場合

は、センターと協議のうえ、その決定に従うこと。 

 

 

 

以上 
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技術仕様書 
 

1. 作業概要 
施設毎に独立している既存の査察支援システムの機能の調査・洗出しを行い、

全施設に対応可能な統合型査察支援システムを作成する。 
 
2. 既存システム概要 
  以下に既存システムの機能を記す。 
  ①施設情報の定義機能 
   ・施設の MBA、KMP 構成等を定義する。 
  ②帳簿検査機能 
   ・General Ledger の読込 

・General Ledger の検査 
   ・ICR との照合 
   ・在庫変動の集計 
  ③ILI データ処理機能 
   ・ストラータ特定のための定義 
   ・サンプルサイズ計算のためのパラメータ定義 
   ・サンプルサイズの計算 
   ・ILI データの管理と比較 

・ストラータ毎のサンプルサイズ計算 
・MBA 毎の在庫集計 
・ストラータ毎の在庫集計 
・槽系列毎の在庫集計(注 RRP のみ) 
・サンプルの選択 
・サンプルリストの出力 

 
  各画面で表示される全てのデータは、表示画面からの印刷、及び、CSV 形
式のファイルへの出力が可能である。また、ストラータ情報等、各定義情報登
録画面では、出力された CSV 形式のファイルと同一形式のファイルによる一
括登録が可能である。 

 
3. 開発環境等 
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  以下に既存システムの開発環境等の情報を記す。下記内容については、IT
技術の動向を鑑み、受注時に最新の環境を使用すること。 

 (１) 開発環境 
   開発言語   Microsoft Visual Basic ６ 
   データベース Microsoft Access 2000 
   レポート機能 Crystal Reports Version ９.2 
 (２) データベース 
    査察支援システムは、スタンドアロンで動作し、査察支援システムから

直接データベースファイルにアクセスする。また、データベースファイル
は Microsoft Access ファイル(accdb 形式)を使用している。 

 
   上記 Crystal Reports については、今後使用しないため、代替となるソフ

トウェアを提案し、六ヶ所検査課と協議を行い決定すること。査察支援シス
テムに必要な環境(サードパーティー製品の検討および導入（調達含む）
「SPREAD」「InputMan」「ActiveReports」等)がある場合も、六ヶ所検査課
と協議すること。 

 
４. 新システムの仕様等 
 （１）画面レイアウト、帳票レイアウト等 
   ボタン名称や画面レイアウトについては、六ヶ所検査課との協議を行い、

イメージ図を準備し、リリース前に六ヶ所検査課の承認を得ること。また、
帳票レイアウトについては、六ヶ所検査課が提示するレイアウトに従い設
計すること。帳票レイアウトもリリース前には六ヶ所検査課の承認を得る
こと。 

（２）ストラータ特定機能の拡張 
   新たに、任意に設定できる「ストラータ特定に使用する項目」を追加し、

ストラータ振分する際に、この項目を参照し、施設申告データの振分をより
詳細にすることを可能にすること。 

 
5. 施設申告データ取込み機能 

施設申告データのフォーマットは施設毎に異なっているため、施設申告デー
タ取込み機能には汎用性を持たせること。既存の RRP 査察支援システムの仕
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様については、以下のように変更を行う。 
  既存の RRPの査察支援システムは xml 形式ファイルを csv形式ファイルに
変換してから取込む仕様だが、xml 形式のファイルを直接取込む仕様に変更す
る。 

  対象 xml 形式ファイル 
   ・ILI(OPD#32) 
   ・General Ledger(OPD#34) 
 
6. データベース 
 (１) データベース設計 
   異なる施設の申告データを一元管理するデータベースを設計する。この

際、過去データの参照、更新、追加を可能にすること。 
(２) データ移行 

   既存システムからデータ移行を行う。 
 (３) 既存システムのテーブル一覧 
   以下に既存システムのテーブル一覧を記す。なお、既存の REP のシステ

ムにはシールデータ処理機能が存在するが、今後使用しないため、今回の統
合作業の対象とはしない。そのため、②に示すシールデータ処理用のテーブ
ル(グレーの箇所)は今後使用しない。   
① RRP 
テーブル 内 容 

CHKICR General Ledgerと ICR の照合用テーブル 
CHKSTRAT ILI ストラータ定義のチェック用テーブル 
CR_PARM 印刷用パラメータテーブル 
DEF_CHG 移動 KMP とそれに対応する在庫変動コードの定義 
DEF_FRTO 受払在庫変動コードに対応する相手先施設コードの定義 
DEF_MBA MBAコードと、それに対応する在庫 KMP、移動 KMP の定義 
DEF_MDC 在庫変動コードまたは在庫 KMP に対応する物質記述コードの定義 
DEF_SUMST ILI ストラータ特定の為の定義 
DSTRT サンプルサイズ計算の為のパラメータ定義 
FLIST 読込み済みファイル一覧テーブル 
GL General Ledger登録用マスターテーブル 
GL_READ_BUF OPD#34 読込みデータ保存用テンポラリーテーブル 
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GLBUF GL_READ_BUFへ読込んだデータ保存用テンポラリーテーブル 
ICR ICR データ読込み用テーブル 
ICSM_1 在庫変動集計-1登録用テーブル 
ICSM_2 在庫変動集計-2登録用テーブル 
ILI ILI データ登録用テーブル 
ILI_COMP ILI データ比較結果、登録用テーブル 
ILI_READ_BUF OPD#32 読込みデータ保存用テンポラリーテーブル 
ILI_READBUF ILI ファイル読込み用テンポラリーテーブル 
SAMPLE_LIST サンプルリスト登録テーブル 

SSIZE 
サンプルサイズ計算結果、及び MBA 毎の在庫集計データ保存用テ
ーブル 

TMPSSZ 
サンプルサイズ計算結果、及び MBA 毎の在庫集計用テンポラリー
テーブル 

TMPSSZ_TOTAL MBA毎の在庫の合計用テーブル 

 
  ② REP 

テーブル 内 容 

DEF_MBA MBAおよび KMP 構成、取扱核物質を登録する。 

DEF_CHG 移動ＫＭＰに対する在庫変動を登録する 

DEF_FRTO 移動ＫＭＰ毎の受入、払出に対する受払相手先を登録する 

DEF_MDC 
移動ＫＭＰ毎の在庫変動に対する物質記述、及び在庫ＫＭＰに対する
物質記述を登録する 

DIN_FLIST 読込済ファイル情報登録用テーブル 

GLBUF 帳簿データ読込用バッファー 

GL 帳簿データ登録テーブル 

GL_ICR 帳簿データと ICR の照合用 ICR の読込テーブル 

GL_CHKICR 帳簿データと ICR の照合結果登録用テーブル 

GL_ICSM 帳簿データの在庫変動集計結果登録用テーブル 

GL_IO JM1I,JM2I 間の受払整合検査結果登録用テーブル 

IIL IIL 登録テーブル 

IIL_TMPSSZ 
中間査察、及び PIV 時のストラータ毎のサンプルサイズ計算結果、及
び PIV時の KMP毎集計結果の表示用テーブル 

IIL_SSIZE 中間査察、及び PIV 時のストラータ毎のサンプルサイズ計算結果、及
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び PIV時の KMP毎集計結果の保存用テーブル 

IIL_TRAN 中間査察時の検認対象シリンダーの抽出結果登録用テーブル 

IIL_TRANCHK 中間査察時の検認対象シリンダーの抽出時の処理結果登録用テーブル 

NDA_SAMPLE 
中間査察、及び PIV 時の NDA 実施データのサンプルリスト登録テー
ブル 

SAVE_LIST 
サンプルサイズ計算結果保存リスト表示用テーブル、及びサンプルリ
スト保存リスト表示用テーブル 

SEAL_移転 移転核物質の移転処理結果表示用テーブル 

SEAL_IIL 照合 シールデータと IILの照合結果用テーブル 

SEAL_更新 シール取付可能データ、及びシール取付済データ表示用テーブル 

SEAL_集計 シール情報登録テーブルの集計結果用テーブル 

SEALDB シール情報登録テーブル 
 

 
以上 
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